
独立行政法人国際協力機構

契約担当役　理事

調達管理番号

調達件名

目的

業務種別

仕様等

履行期間 2023年6月1日 ～ 2024年2月29日

選定方法

業務量（人月）想定

2023年3月7日 12時00分

プロポーザル提出期限 2023年3月24日 12時00分

その他

以上

競争参加資格

公示

独立行政法人国際協力機構契約事務取扱細則（平成１５年細則(調)第８号）（以下「細則」とい
う。）に基づき下記のとおり公示します。

2023年3月1日

22a00933

全世界（広域）環境調和的鉱業開発のためのモニタリング情報収集・
確認調査（QCBS）（国内業務主体）

　有用鉱物資源を保有する途上国にとって鉱物資源開発は、一般に、
他産業の育成・開発に比べて短期間に結果が得られる強力な成長戦略
である。
　一方で鉱業開発においては、開発権の付与に基づく鉱山開発状況の
把握・モニタリングが、税徴収やロイヤリティの確保などの国家財政
面の観点、採掘による大気汚染や、生物多様性の損失、地下水汚染、
近隣住民への健康被害等を防止する観点からも重要である。また途上
国では零細な採掘現場が一定割合存在し、そこでは手掘りで鉱石が取
り出されている。これらの零細な採掘現場は非認可であることも多
く、上述のとおり適切な鉱区管理や環境対策の観点からも対応が求め
られる。他方、鉱山開発エリアは遠隔地かつ広大な範囲に広がってい
ることが多く、人材も体制も不足している途上国政府においてその管
理・モニタリングは容易ではなく、十分に管理できていない状況と
なっている。
　このような状況を踏まえ、衛星画像を用いた鉱山開発状況モニタリ
ングが期待されている。衛星データは広範囲にわたる地表状況を一度
に把握できることから、上記鉱山開発状況のモニタリングへ活用する
ことで、従来難しかった遠隔地での鉱山開発状況の把握を正確にかつ
低コストで実現できる可能性がある。
　本調査は 衛星画像を用いることにより鉱山開発状況把握の観点か
ら取得可能な情報について整理を行い、衛星画像を用いたモニタリン
グ手法の導入に向けた技術面・体制面・資金面等の課題について整理
するものである。また同モニタリング手法により得られる情報を踏ま
え、同情報を活用した鉱業分野の協力可能性について確認を行う。

19.90人月

https://www.jica.go.jp/announce/notice/distribution.html

その他詳細は企画競争説明書による

（配付資料ありの場合のみ）
配付依頼受付期限及び方法

コンサルタント等契約-業務実施契約－【調査業務】基礎情報収集・
確認調査

企画競争説明書による

企画競争

公告・公示日において有効である全省庁統一資格を有すること。

日本国で施行されている法令に基づき登記されている法人であるこ
と。

その他、企画競争説明書に記載の参加要件に該当すること

契約事務取扱細則第４条に該当しないこと


